
一般会計等財務諸表の分析 

 

貸借対照表の分析 

 

〇資産の状況 

①有形、無形固定資産 

資産合計は 926 億 6,674 万 5 千円で、前年度と比較して 19 億 2,148 万 8 千円、

2.0％の減となりました。そのうち固定資産においては 878 億 9,517 万 7 千円で、前年

度と比較して 20 億 4,885 万円、2.3％の減となりました。 

事業用資産（庁舎・公民館・観光施設等）のうち、土地において、新環境センター建設用地

取得（1 億 2,79１万 9 千円（臼杵市分について面積按分））等により 1 億 4,875 万 7 千円

の増、建物において、市営住宅改修事業（9,013 万円）、旧野津高校整備事業（7,002 万 2

千円）等により 3 億 1,484 万 7 千円の増、工作物において、旧野津高校整備事業（8,380

万 6 千円）、防火水槽等整備事業（3,033 万 7 千円）等により 1 億 5,614 万 7 千円の増

があったものの、建物の減価償却 9 億 8,265 万 9 千円、工作物の減価償却 2 億 6,704

万 2 千円の影響等により、事業用資産全体で 3 億 2,896 万円、1.1％の減となりました。 

インフラ資産（道路・橋りょう・公園等）では、工作物において、道路・橋りょう工事や漁港

施設機能強化事業等により 5 億 9,723 万円の増があったものの、工作物の減価償却 22

億 5,544 万 3 千円の影響等により、インフラ資産全体として 15 億 6,937 万円、3.2％

の減となりました。 

 物品では、窓口支援システム購入事業（2,068 万円）、消防ポンプ自動車購入事業

（1,953 万 6 千円）等により 2 億 1,398 万 9 千円の増加がありましたが、減価償却の影

響により、1 億 3,113 万円の減となっています。 

本市は、1970 年代以降に整備された公共施設が多くあることから、今後も減価償却が

進み、有形固定資産の減少が見込まれます。次世代に負担を残さない効率的・効果的な公

共施設のマネジメントに取り組む必要があります。 

  



②投資その他の資産 

投資その他の資産は 65 億 3,092 万 3 千円で、前年度に比べて 3,689 万 6 千円、

0.6％の増となりました。主な要因は、市有施設整備基金やふるさと活勢事業基金等の特

定目的基金が、前年度と比較して 4,919 万 3 千円増加したことが挙げられます。また、長

期延滞債権は前年度と比較して 1,901 万 8 千円、14.5％の減となっています。市税の滞

納整理が進んだことにより前期未収金の額が減少しているため、過年度未収金残高も減と

なりました。 

 

③流動資産 

流動資産は 47 億 7,156 万 9 千円で、前年度と比べて 1 億 2,736 万 3 千円、2.7％

の増となっています。主な要因として、基金の財政調整基金の 7,194 万 2 千円の増、減債

基金の 2,000 万円の増が挙げられます。 

 

〇負債の状況 

   負債合計は 302 億 2,420 万 6 千円で、前年度と比較して 7 億 3,184 万 9 千円、

2.4％の減となりました。主な要因として、臼杵市民会館大規模改修事業や新環境センター

整備事業（分担金）等はあったものの、全体としては地方債の発行額が減少し、償還額が発

行額を上回ったことから、地方債が 8 億 4,960 万 5 千円の減となったことが挙げられま

す。 

  

〇純資産の状況 

    純資産総額は、前年度より 11 億 8,963 万 9 千円、1.9％の減となりました。純資産変

動計算書において、財源となる税収等は微増となったものの、マイナス要因となる純行政

コストが増加したことが要因として挙げられます。 

 

〇総括 

令和 4 年度は前年度と比較して資産総額は 19 億 2,148 万 8 千円の減、負債は 7 億

3,184 万 9 千円の減、純資産は 11 億 8,963 万 9 千円の減となりました。地方債の償

還額が発行額を上回ったことによる負債の減少や、有形固定資産の老朽化に伴う減価償

却累計額の増加が大きく影響し、全体として減少となりました。 

今後も資産総額の減少が見込まれますが、負債額が増加しないよう注視しながら、人口

減少・少子高齢化の状況下においても的確な市民ニーズを捉え、事業の選択と集中を図っ

ていきます。あわせて、公共施設の老朽化対策も進め、より一層の財政健全化に取り組み

ます。  



行政コスト計算書の分析 

 

経常費用は 222 億 1,500 万 2 千円となり、前年に比べて 4 億 8,954 万 3 千円、2.3％

の増となりました。 

業務費用のうち、人件費では、災害復旧事業やマイナンバー関係事務による職員の時間外勤

務手当の増等により、前年比 8,128 万 4 千円の増加、物件費等では、新型コロナウイルス感染

症対策事業や観光客誘致促進事業、旅費の増加等の影響により 9,245 万円の増（うち減価償

却費 3,675 万 3 千円）となりました。また、その他の業務費用において国県支出金精算返納金

の増により 1 億 1,373 万 3 千円の増となり、業務費用全体で 2 億 8,746 万 6 千円の増加

となりました。 

移転費用については、社会保障給付において、令和 3 年度に実施された子育て世帯・住民税

非課税世帯等への臨時特別給付金給付事業の終了により 6 億 5,504 万 4 千円の減となった

ものの、補助金等において、次代へ繋ぐ園芸産地整備事業補助金（6 億 9,440 万 6 千円増）等

の影響により 8 億 5,540 万 9 千円の増加となったこと等により、移転費用全体で 2 億 207

万 7 千円の増加となりました。 

これにより 1 人当たりの経常費用は 61 万 8,354 円となり、前年度と比較して 2 万 4,892

円の増加となっています。補助金等の増加に加え、各種新型コロナウイルス感染症対策事業の

実施に伴う国県精算返納金の増加が影響しています。 

市民 1 人当たりの行政コスト計算書を作成することで、人口規模等の影響を考慮することが

でき、他団体との比較が容易となります。 

今後も人口減少・少子高齢化問題に対応するため、社会保障給付や補助金等の増加が見込ま

れており、また減価償却費の増加も予想されることから、物件費をはじめ、より一層の経常費用

の削減に取り組むとともに、サービスの対価としての歳入の意識を持ち、経常収益の確保に努

めていくことが必要となります。 

     

人件費

36億4,948万

円（16.4％）

物件費

79億1,755万

6千円（35.6％）

その他業務費用

3億2,202万3千

円（1.4％）

補助金等

42億3,517万

7千円（19.1％）

社会保障給付

47億3,623万2

千円（21.3％）

他会計への繰出金

13億4,987万

3千円（6.1％）

その他移転支出

466万2千円

（0.0％）

R4経常費用総額



（単位：千円）

（単位：千円）
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地方債の分析

平成30年度 R４-R３令和元年度 令和２年度

　地方債残高（名目借金）と後年に見込まれる交付税の補てん額を差引し、交付税算入後地方債（実質借金）を経
年推移で見ることにより、健全な財政運営が行われているかどうかが読み取れます。
　令和3年度と令和4年度を比較すると地方債残高（名目借金）Ａは8億4,960万6千円の減少、地方債交付税
補てん見込額Ｂも4億8,242万5千円の減少となっており、実質借金は３億6,718万1千円減少しています。地
方債の償還額が発行額を上回ったことにより、地方債残高の減少につながっています。また、臨時財政対策債
等、交付税措置率の高い地方債の償還が進んでいることにより、地方債交付税補てん見込額及び交付税補てん
見込率も減少しています。今後想定される大型事業に対しては、より一層の計画的な事業選択が必要となりま
す。

令和４年度

20,761,168

6,424,567

76.4%

地 方 債 交 付 税
補 て ん 見 込 額 Ｂ

普 通 会 計
地 方 債 残 高
（ 名 目 借 金 ） Ａ

27,185,735

20,390,02219,788,967うち公債費

うち個別算定経費
算入公債費

交 付 税 補 て ん
見 込 率

76.6% 0.6%

6,155,080 △ 367,181

算 入 後 地 方 債
残 高 （ 実 質 借 金 ）
【 Ａ － Ｂ 】

39,332

（ 参 考 ）
臨 時 財 政 対 策 債

20,183,318 21,214,410

459,725 491,743

7,896,490 7,736,006 △ 519,358
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財務書類の指標分析

１　資産形成度

　資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表したものです。
（単位：円、％）

＊住民1人当たりの資産額＝資産額÷住民基本台帳人口
＊歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額
＊資産老朽化比率＝減価償却累計額÷取得価額等

　平成27年1月に公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」の中で分析の
視点という形で6項目の視点に対する指標が示されており、今回の指標につきましては、
一般会計等財務書類から金額を引用しています。

令和3年度 令和4年度指標

2,583,813

387%

65.9%

-

2,579,378

表1参照有形固定資産の行政目的別割合

住民一人当たりの資産額

歳入額対資産比率

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

387%

67.4%
資産形成度

生活インフラ・

国土保全
61%

教育
13%

福祉
1%

環境衛生
3%

産業振興
7%

消防
4%

総務
11%

（表１） 有形固定資産の行政目的別割合



２　世代間公平性

　世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表したものです。

＊純資産比率＝純資産÷資産

＊社会資本等形成の世代間負担率＝地方債残高÷有形固定資産等

３　持続可能性（健全性）

（単位：千円）

＊住民1人当たり負担＝負債合計÷住民基本台帳人口

＊基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）

+投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

　持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」を表し
たものです。

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 1,175,243 1,086,045

債務償還可能年数

指標 令和3年度

846 841

令和4年度

5.33年

持続可能性

住民1人当たり負債額

67.4%

令和3年度 令和4年度指標

世代間公平性

純資産比率

社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

67.3%

24.1% 24.3%

4.97年

＊債務償還可能年数＝（将来負担額-充当可能財源）÷（経常一般財源等（歳入）等-経常経費充当財源等）



４　効率性

　効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」を表したものです。
（単位：円）

＊住民1人当たりコスト＝純経常コスト÷住民基本台帳人口

５　弾力性

　弾力性は、「資産形成等を行う余裕はどれくらいあるのか」を表したものです。

＊行政コスト対税収等比率＝純行政コスト÷財源

６　自律性

＊受益者負担の割合＝経常収益÷経常費用

効率性 住民1人当たりコスト

令和4年度

576,657 600,944

指標 令和3年度

2.8% 2.8%
自律性

指標 令和3年度 令和4年度

財政力指数 0.38 0.38

受益者負担の割合

　自律性は、「歳入はどのくらいの税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっ
ているか）」を表したものです。

行政コスト対税収等比率 104.0% 105.7%
弾力性

経常収支比率 88.1% 92.1%

指標 令和3年度 令和4年度


